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１．内容

１．納税猶予制度

２．納税期限の延長

３．欠損金の繰戻還付

４．固定資産税等の軽減

５．消費税の課税選択の変更に係る特例

６．その他



２．納税猶予制度の特例（１）

（１）内容

ほぼ全ての税目を対象に、無担保かつ延滞税なしで１年間、

納税を猶予する。

（２）要件

①一時に納税を行うことが困難なこと

②令和２年２月から納期限までの一定の期間（１月以上の任意の期間）

において、「事業等に係る収入」が大幅に減少（前年同月比概ね２０％

以上の減少）していること（黒字であっても収入減少の要件を満たして

いれば可）

＊「事業等に係る収入」＝売上、給与収入、不動産賃貸収入等

（一時所得は含まない）



３．納税猶予制度の特例（２）

（３）適用対象

令和２年２月１日から令和３年１月３１日までに納期限が到来す

る国税・地方税に適用（印紙税を除く）

（４）申請

①令和２年６月３０日または納期限のいずれか遅い日までに申請

②原則として、収入や現預金の状況が分かる書類（売上帳、現金出

納帳、預金通帳のコピーなど）の提出が必要。ただし困難な場合

は口頭も可





４．納税期限の延長

①新型コロナウイルス感染症に関連して、期限内に所得税・法人税等

を申告・納付できない場合、個別の申請による個別延長が認められ

る。

②この個別の申請は申請書を別途作成する必要はなく、申告書を提

出する際に、申告書の余白に「新型コロナウイルスによる申告・納付

期限延長申請」である旨を付記することで足りる。

③この場合、申告期限及び納付期限は申告書の提出日となる。











５．欠損金の繰戻還付（法人税）

（内容）

中堅企業（資本金１億円超１０億円以下の法人）の令和２年２月

１日から令和４年１月３１日までの間に終了する事業年度に生じ

た欠損金について繰戻還付を受けることができることとなった。

（これまでは中小企業者等（資本金１億円以下の法人）にしか適

用が認められていなかった。）

＊還付金額＝前事業年度の法人税額

×当事業年度の欠損金額／前事業年度の所得金額



６．固定資産税等の軽減（１）

（１）内容

一定の要件を満たす中小企業者等が認定経営革新等支援機関

等の認定を受けて市町村に申告した場合、固定資産税及び都市

計画税の負担を２分の１またはゼロとする。

（２）要件

①令和２年２月～１０月までの任意の３か月間の売上が、前年の同

期間と比べて30％以上減少していること

②令和３年１月３１日までに、認定経営革新等支援機関等の認定を

受け確認書を発行してもらうこと（認定経営革新等支援機関等は

会計帳簿等で①の要件を満たすか確認）



７．固定資産税等の軽減（２）

（３）対象資産

償却資産

事業用家屋

（４）適用年度

令和３年度の課税分のみ



８．固定資産税等の軽減（３）

（５）軽減額

・令和２年２月～１０月までの任意の３か月の売上の前期比

①３０％以上５０％未満減少

軽減額＝２分の１

②５０％以上減少

軽減額＝全額



９．消費税の課税選択の変更に係る特例（１）

（１）税務署に申請し承認を受けることにより、課税期間開始後であっ
ても、消費税の課税事業者を選択する（やめる）ことができる。
①対象事業者
新型コロナウイルス感染症等の影響により、令和２年２月１日
から令和３年１月３１日までの間のうち任意の１か月以上の期
間の事業としての収入が、著しく減少（前期同期比概ね５０％
以上）している事業者

②本特例を適用した場合、２年間の継続適用要件等は適用されない



１０．消費税の課税選択の変更に係る特例（２）

③原則として、特定課税期間の確定申告期限前までに、承認申請書

を税務署に提出する。

＊特定課税期間＝事業としての収入の著しい減少のあった課税期間

（２）新型コロナウイルス感染症の影響による被害を受けたことにより、

簡易課税制度の適用を受ける（やめる）必要が生じた場合、税務署長

の承認により、その適用を受ける（やめる）ことができる。



11．その他

（１）テレワーク等のための中小企業の設備投資税制

・ 経済産業大臣の認定を受けた経営力向上計画に基づき、

デジタル化設備を取得した場合、即時償却又は設備投資

額の７％（資本金3,000万円以下の法人は１０％）の税額控

除を受けることができる。

（２）生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充・延長

・適用期限を令和５年３月３１日まで延長


